
（別紙 1） 

東京製綱社外役員独立性基準 

当社は、社外取締役・社外監査役（以下、「社外役員」という）のうち、以下1.独立性に関する基

準に示す条件の全てに合致しない場合、一般株主と利益相反が生ずるおそれがない独立社外役員とし

て指名する。 

1．独立性に関する基準 

（1）当社および当社の関係会社（以下、「当社グループ」という）の業務執行取締役、執行役員、使

用人等（以下、「業務執行者」という）、監査役（社外監査役を除く）である者、又は過去に業

務執行者であった者 

（2）当社の関係会社の業務執行を行わない取締役である者、又はかつて当該取締役であった者 

（3）当社グループを主要な取引先（注1）とする者、又はその業務執行者 

（4）当社グループから多額の寄付金（注2）を受領している者、又はその業務執行者 

（5）当社グループの業務執行者を業務執行取締役として受け入れる、又は相互に取締役を派遣する等

して当社取締役および経営陣幹部と密接な関係にある者、又はその業務執行者 

（6）当社グループの主要取引先（注3）、又はその業務執行者 

（7）当社の現在の大株主（議決権所有割合10％以上を直接・間接保有する株主をいう）、当該大株主

が法人の場合は当該大株主、又はその親会社若しくは重要な子会社の取締役、監査役、会計参与、

執行役、執行役員、支配人その他の使用人である者 

（8）当社が資金調達している主要な金融機関等（注4）、又はその業務執行者 

（9）当社グループの会計監査人、法人の場合は当該監査法人の経営関与社員等、又は当社グループの

会計監査に従事する公認会計士 

（10）当社グループから多額の報酬（注5）を受けている弁護士、会計士、税理士その他のコンサルタント 

（11）当社グループから多額の報酬を得ている法律事務所、監査法人、税理士法人の経営に関与する者 

（12）過去3か年において上記（2）～（11）のいずれかに該当する者 

（13）上記（1）～（12）に該当する者の配偶者若しくは二親等以内の親族 

 

2．適用除外 

前条各項のいずれかに該当する者であっても、当該相手方の人格・資質・見識等を鑑みて当社の独

立社外役員として適任であると当社が判断する場合、当該相手方が独立社外役員としての要件を満た

していると判断する理由を公表することにより、当該相手方を独立社外役員として指名することがあ

る。 

（ 注 1） 主要な取引先…当社グループの当該取引先への年間支払額が当該取引先の連結売上高の2％以上に達する取引先をいう。 

（ 注 2） 多額の寄付金…当社グループの当該相手方への年間支払額が1,000万円以上、又は当該支払額が当該相手方の事業収入の

2％以上のいずれか大きい額以上に該当する相手方をいう。 

（注3）主 要 取 引 先…当社グループの当該取引先からの年間受領額が当社グループの連結売上高の2％以上に達する取引先をい

う。 

（ 注 4）主要な金融機関

等 

…当社グループの資金調達において必要不可欠であり、代替性が無い程度に依存している金融機関等をい

う。 

（ 注 5）多 額 の 報 酬…多額の寄付金に準じ、年間1,000万円以上若しくは当該相手方が当社グループから得る報酬額が当該相手方

の事業収入の2％以上に相当する相手方をいう。 

 

  


